
実質赤字比率

　

　　（Ｈ２１決算）

平成２１年度決算における本宮市の状況

本宮市の
数　　値

国　　基　　準

本宮市の早期健全

化 団 体 基 準
財政再生団体基準

備　　　　　　考

  の黒字となった。

　普通会計（本宮市の場合、一般会計のみ）の実質赤字額の標準財政規模に対する比率

◎　平成２１年度決算において、歳入歳出差引額が ６４３，０８６千円で、ここから翌年
　度に繰り越すべき財源 １６０，６０２千円を差し引いた実質収支額が ４８２，４８４千円

13.75％以上 20％以上 　早期健全化基準は、標準財政
規模により、11.25％～15.0％以上-

財政健全化法の４指標　及び
公営企業における資金不足比率

指標１．

{ 繰上充用額＋（支払繰延額＋事業繰越額) }

標準財政規模
実質赤字比率　＝

0 + 0 + 0

7,981,201
＝　0



連結実質赤字比率

　

　　（Ｈ２１決算）

の標準財政規模に対する比率

◎　平成２１年度決算において、普通会計、特別会計、企業会計すべての会計が黒字で

　早期健全化基準は、標準財政
規模により、16.25％～20.0％以上

　ある。

本宮市の
数　　値

国　　基　　準

- 18.75％以上 40％以上

事業特別会計】及び企業会計(水道事業会計)を合わせた場合の収支にかかる実質赤字額

    今後も収支均衡のとれた財政運営を行い、全会計の当該比率の健全値を維持する。

特別会計、農業集落排水事業特別会計、工業用地造成事業特別会計、工業用地資産運用

　普通会計と、特別会計【本宮市の場合、国民健康保険(事業勘定・直営診療施設勘定)
特別会計、介護保険(保険事業勘定・介護サービス事業勘定)特別会計、公共下水道事業

　　　　　　 　Ａ＝一般会計及び公営企業会計（地方公営企業法適用、同法非適用）以外の特別会計

　　　　　　　　　 黒字額の合計

　　　　　　 　Ｂ＝公営企業の特別会計のうち、資金不足を生じた会計の資金不足額の合計

備　　　　　　考本宮市の早期健全
財政再生団体基準

化 団 体 基 準

　　　　　　 　Ｃ＝一般会計及び公営企業会計以外の特別会計のうち、実質黒字を生じた会計の実質

　　　　　　 　Ｄ＝公営企業の特別会計のうち、資金の剰余を生じた会計の剰余額の合計

　　　　　　　　 　のうち実質赤字を生じた会計の赤字額の合計

指標２．

連結実質赤字比率＝
{ （Ａ＋Ｂ）－（Ｃ＋Ｄ） }

標準財政規模

　{（0＋0）－（579,228＋1,419,028）}

7,981,201
＝△25.03



実質公債費比率

　（Ｈ２１）

　（Ｈ２０）

　（Ｈ１９）

　３ヵ年平均 　（0.1808+0.2151+0.2053）÷3＝0.2004

◎　基準内ではあるが、１８．０％以上になっているため、引き続き起債許可団体と

20.0％
（３ヶ年平均）

　　★　１８％以上は許可団体＝公債費負担適正化計画の策定を前提に一般的な基準により許可

　比率を適正値まで減少させる。

35％以上
平成１９年度数値　 21.5％

　　　　　　　　　　　　　 　福祉施設等整備事業等の起債が制限を受ける

　　　　　　　　　　した場合の１年あたり元金償還金相当額

　　　　　　　　　　充てられたと認められるもの

　　　　　　　　　③一部事務組合等への負担金・補助金のうち、組合等が発行した地方債の償還

　　　　　　　　　　の財源に充てたと認められるもの

　　★　１８％未満は協議団体＝一般的な基準により同意。同意がなくとも起債が可能

　　　　　　　　　⑤一時借入金の利子

　　（Ｈ１７～１９年度３ヶ年平均）

　　★　２５％以上は制限団体＝単独事業等の起債が制限を受ける

　なる。今後も公債費負担適正化計画に基づき、必要最低限の市債発行に努め、当該

　　★　３５％以上は制限団体＝一般公共事業のうち災害関連事業を除いた事業、公営住宅建設事業、教育・

　　（Ｈ１８～２０年度３ヶ年平均）

　　　　　　　　　④債務負担行為に基づく支出のうち、公債費に準ずるもの

25％以上

20.0%

　普通会計、特別会計、企業会計、一部事務組合会計も含めて、普通会計が負担する

　　　　　　　　　②普通会計から普通会計外の特別会計への繰出金のうち、公営企業債の償還に

借入金等にかかる元利償還金等の標準財政規模に対する比率
　　準元利償還金　①満期一括償還地方債について、償還期間を３０年とする元金均等年賦償還を

平成２０年度数値 　21.7％

本宮市の
数　　値

国　　基　　準
備　　　　　　考本宮市の早期健全

財政再生団体基準
化 団 体 基 準

指標３．

　（元利償還金＋準元利償還金）－（特定財源＋元利償還金・
　　　　　　　　　　準元利償還金に係る基準財政需要額算入額)

標準財政規模－元利償還金・準元利償還金に係る
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　基準財政需要額算入額

実質公債費比率＝

の３ヵ年平均

（1,167,176+100,000+420,532＋170,305＋283,807+578）-（41,932+802,734）

7,981,201-802,734
＝0.1808

（1,345,895+0+453,777＋128,341＋342,132+422）-（59,506+777,364）

7,759,886-777,364

＝0.2151

＝0.2053

（1,312,123+100,000+480,801＋164,943＋322,596+1,139）-（54,510+819,395）

7,828,519-819,395

(18.1％)

(21.5％)

(20.5％)



将来負担比率

（Ｈ２１決算）

平成２０年度数値　225.1％

平成１９年度数値　240.0％
211.4％ 350.0　％

本宮市の
数　　値

国　　基　　準

◎　基準内ではあるが、高い数値になっている。今後は健全化計画に基づき、計画的

　償還に努め、当該比率を適正値まで減少させる。

　　　将来負担額　①普通会計の地方債現在高

　　　　　　　　　②債務負担行為に基づく支出予定額（地方財政法第５条各号の経費等に係るもの）

備　　　　　　考

　　　　　　　　　③普通会計以外の会計の地方債の元金償還に充てる普通会計からの繰入見込み額

　　　　　　　　　④本宮市が加入する一部事務組合等が発行した地方債の元金償還に充てるために

　　　　　　　　　⑦一部事務組合等の連結実質赤字額のうち、普通会計の負担見込額

早　期　健　全　化　基　準

　　　　　　　　　　等の負担見込額

　　　　　　　　　　今後本宮市が負担すべき見込み額

　　　　　　　　　⑤退職手当支給予定額（全職員に対する期末要支給額）のうち、普通会計の負担

　　　　　　　　　　すべき見込み額

　　　　　　　　　⑥連結実質赤字額

　　　　　　　　　　場合の当該債務の額のうち、当該法人等の財務・経営状況を勘案した一般会計

　　　　　　　　　⑧本宮市が設立した一定の法人の負債の額、その者のために債務を負担している

　普通会計、特別会計、企業会計、一部事務組合、土地開発公社、第三セクター、
すべての会計の借入金を含め、普通会計が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に
対する比率

指標４．

将来負担額－（充当可能基金金額＋特定財源見込額＋
　　　　地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額）

標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　基準財政需要額算入額)

将来負担比率＝

（13,020,288＋8,141,327＋4,926,539＋1,073,906＋2,521,580＋0+0+0）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　-（1,705,196＋2,683,180＋10,118,436）

7,981,201-802,734
211.4

×100

×100



◎

　公営企業会計【本宮市の場合、地方公営企業法適用企業（水道事業会計）、同法非
適用企業（公共下水道事業特別会計、農業集落排水事業特別会計、工業用地造成事業
特別会計、工業用地資産運用事業特別会計）】の資金不足額の事業規模に対する比率

　　【法非適用企業】

　　【法適用企業】

　　　　　（繰上充用額＋支払繰延額・事業繰越額＋建設改良費等以外の経費の財源に充てるために起こした

　　　　　　地方債の現在高）－ 解消可能資金不足額

　資金の不足額…一般会計等の実質赤字に相当するものとして、公営企業会計ごとに算定した額
　　　　

　　    　（流動負債＋建設改良費等以外の経費の財源に充てるために起こした地方債の現在高

　　    　　－　流動資産）－ 解消可能資金不足額

　（Ｈ２１決算）

公営企業における資金不足比率

　事業の規模…料金収入など主たる営業活動から生じる収益等に相当する額

　　【法適用企業】

　　【法非適用企業】

　　　　　　営業収益の額　－受託工事収益の額

本宮市の
数　　値

国　　基　　準

備　　　　　　考
早　期　健　全　化　基　準

ー 20％

　　　　　　営業収益に相当する収入の額　－　受託工事収益に相当する収入の額

資金不足比率＝
資金の不足額

公営企業の事業の規模

0

1,931,372

＝　0


